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会社の概要
◆会社概要

称 号 九州電技開発株式会社

創 業 昭和49年3月1日

所在地 福岡市中央区清川二丁目13-6九建ビル

資本金 3,000万円

株 主 九州電力㈱、㈱九建、他

◎ 架空・地中送配電線建設ルート調査、測量、地盤調査、支持物設計、

土木構造物設計、技術計算 送電線建設に関する環境調査、整備保守、

保全に関する技術コンサルティング、施工管理

◎ 送電設備等の設備診断（劣化診断他）

◎ 送電設備等のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理システムの開発、各種業務支援システム開発

◎ 電線共同溝（C・C・Box）設計、道路設計、無線塔基地局設計

◎ 再生可能エネルギーの総合コンサルティング

◎ GIS事業の総合コンサルティング

◆業務概要
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再生可能エネルギー導入計画・調査等の実績

実施年度 業務名 発注者

平成18年度 黒木町地域新エネルギービジョン策定
福岡県黒木町
（現八女市）

平成19年度
菊池市地域新エネルギービジョン策定
／バイオマスの追加的ビジョン

熊本県菊池市

平成21 年度 竹田市地域新エネルギービジョン策定 大分県竹田市

平成24年度
みやま市再生可能エネルギー事業可能性調査 福岡県みやま市

八女市再生可能エネルギー事業可能性調査 福岡県八女市

平成25年度

みやま市における生ごみ・汚泥系メタン発酵発電
設備等導入可能性調査

福岡県みやま市

八女市における木質バイオマス発電設備等導入
可能性調査

福岡県八女市
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再生可能エネルギー設備実施設計・整備計画等の実績

実施年度 業務名 発注者

平成23年度
グリーンピア八女木質バイオマスボイラ導入設
計監理業務

福岡県八女市

平成26年度
池の山荘星の温泉館「きらら」木質バイオマス
ボイラ導入設計監理業務

福岡県八女市
ボイラ導入設計監理業務

平成26年度 みやま市バイオマス産業都市構想策定業務
福岡県みやま市

平成26年度
みやま市メタン発酵発電施設整備基本計画策
定業務

福岡県みやま市

平成27年度
（実施中）

みやま市有機資源循環（メタン発酵）施設整備
に係る発注等支援業務

福岡県みやま市
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再生可能エネルギーの種類とその利用方法

再生可能エネルギーとは、法律※で「エネルギー源として永続的に利
用することができると認められるもの」として、太陽光、風力、水力、
地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスが規
定されています。

再生可能エネルギーの利用方法

・太陽光、風力、水力、地熱発電
・その他波力発電など

主な再生可能エネルギー源

発太陽光

・バイオマス熱【発電の排熱利用含む】
（メタン発酵、木質直接燃焼・ガス化）

・太陽熱など

・天然ガス代替燃料【自動車用・都市ガス】
（メタンガス化 ⇒ 精製）

・木質バイオマス燃料【ボイラー燃料等】
・水素ガス【燃料電池等】

熱

燃

料

・その他波力発電など

・バイオマス発電
（メタン発酵、木質直接燃焼・ガス化）

発

電

太陽光

風力

水力

バイオマス
【生ごみ、汚泥、

木質系（未利用材など）】

地熱・波力など

※ エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律

複
合
利
用
可
能
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バイオマスとは

「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、
「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）」のことを呼
びます。
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太陽光発電・風力発電 導入事例

太
陽
光
発
電事業主

設置場所
発電出力
事業開始

： みやま市
： マイピア高田（駐車場の屋根）
： 10kW ⇒ 自家消費
平成26年3月

事業主
設置場所
発電出力
事業開始

： ㈱みやまエネルギー開発機構
： みやま市瀬高町高柳（市有地）
： 4,032kW ⇒ 全量売電
平成25年7月

太陽光発電

EVｽﾃｰｼｮﾝ
通常時
⇒電気自動車へ充電

非常時
⇒電気自動車から

施設内へ

事業開始 ： 平成26年3月 事業開始 ： 平成25年7月

風
力
発
電

事業主・名称
設置場所
発電出力
事業開始

：長島ウインドヒル㈱・長島風力発電所
： 鹿児島県長島町
：50,400kW（2,400kW×21基）⇒ 全量売電
：平成20年10月

事業主
設置場所
発電出力
事業開始

： 大木町
： 道の駅
： ⇒ 自家消費
： 平成18年 8



小
水
力
発
電事業主・名称

設置場所
発電出力
事業開始

： 日田市・鏡坂小水力発電所
： 鏡坂公園
： 0.33kW ⇒ 自家消費（公園内）
平成24年2月

事業主・名称
設置場所
発電出力
事業開始

： 幸野溝土地改良区・幸野溝発電所
： 熊本県球磨郡湯前町
： 6.7kW ⇒ 全量売電
平成25年8月

小水力・地熱発電 導入事例

タービン部分全景

発電所設置前の状況

発電機

事業開始 ： 平成24年2月 事業開始 ： 平成25年8月

地
熱
（
温
泉
）
発
電事業主

設置場所
発電出力
事業開始

： 西日本地熱発電㈱
： 大分県別府市（温泉蒸気利用）
： 91.6kW ⇒ 全量売電
： 平成26年1月

事業主・名称
設置場所
発電出力
事業開始

： 九電みらいｴﾅｼﾞｰ㈱・菅原ﾊﾞｲﾅﾘｰ発電所
： 大分県九重町（地熱井の所有者）
： 5,000kW ⇒ 全量売電
： 平成27年6月

出所：神戸製鋼所

小型ﾊﾞｲﾅﾘｰ
発電機

出所：九電みらいエナジー㈱
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木
質
発
電

事業主
設置場所
発電出力
事業開始

： 民間企業
： 山口県
： 160kW ⇒ 自家消費

事業主
設置場所
発電出力
事業開始

： ㈱グリーン発電大分
： 大分県日田市
： 5,700kW ⇒ 全量売電
平成25年11月

木質・メタン発電 導入事例

全景
蒸気

※原料は廃棄物

事業開始 ： ― 事業開始 ： 平成25年11月

メ
タ
ン
発
電

事業主・名称
設置場所
発電出力
事業開始

： 大木町・大木循環センター
： 福岡県三潴郡大木町
： 25kW×2台 ⇒ 自家消費
： 平成18年9月

事業主・施設名
設置場所
発電出力
事業開始

： 日田市・ﾊﾞｲｵﾏｽ資源化ｾﾝﾀｰ
： 大分県日田市
： 170kW×2台 ⇒ 全量売電
： 平成26年3月（平成25年10月）
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チップ受入
投入設備
（貯蔵室）

高温水

星の温泉館
「きらら」

大浴場など

熱
交
換
器

木質バイオマス
ボイラ

事業主 ： 八女市

設置場所 ： 八女市星野村（池の山荘）

熱出力 ： 200kW ⇒ 温泉の加温など

事業開始 ： 平成26年12月

木質バイオマス熱利用 導入事例

シャワーなど

木質チップ

10cm0
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再生可能エネルギー導入可能性調査の進め方

調査項目
役割分担 調査

委員会等市町村 コンサル

１．調査の背景と目的

①調査の背景と目的の整理 ◎ ○

２．基本データに関する調査（初期調査）

① 再生可能エネルギー賦存量の包括的調査 ○ ◎

②再生可能エネルギー源に関する利用可能量調査 ○ ◎

第１回
～
第２回

②再生可能エネルギー源に関する利用可能量調査 ○ ◎

３．先進地事例の調査

①先進地に関する情報収集 ○ ◎

②先進地の現地調査 ◎ ○

４．再生可能エネルギーに関する詳細調査

①特定の再生可能エネルギーの事業費等検討 ○ ◎

②費用対効果の検証 ○ ◎

５．推進方策の検討

①再生可能エネルギー源の導入施策の検討 ◎ ○

②導入推進体制、フォローアップ方法の検討 ◎ ○
第５回

第３回
～
第４回
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導入可能性調査から設備導入までのスケジュール例

基本ＦＳ調査
（必要に応じて）

詳細ＦＳ調査

基本設計・

市町村において、どのような再生可能エネルギー源
が眠っているか、利用可能であるかを調査
⇒ 有望な再生可能エネルギーの抽出

有望な再生可能エネルギーについて、事業採算性、
導入効果等の評価を実施
⇒ 具体的な設備導入計画の策定

再生可能エネルギー設備についての概略設計 候

コ
ン
サ
ル
業
者

委託先

基本設計・
整備基本計画等

詳細（実施）設計

工事着工
・工事竣工
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試運転・
稼働開始

再生可能エネルギー設備についての概略設計、候
補地の選定・導入スケジュール等の検討を実施

設計会社が設備工事発注に向けた図面・数量を作成
※バイオマス等の設備は、性能発注が多く、プラントメーカーが作成

詳細（実施）設計書に従って、工事業者（プラントメー
カー含む）が設備工事を実施

設
計
会
社

工
事
業
者



● 市町村として導入に対する知識が不足している

● 調査マニュアルがない

・ 状 況 ⇒ 再生可能エネルギーに関して、簡単に導入できると考えて
いる市町村が多い

・ 原 因 ⇒ 情報が不足しているため
・ 解決策 ⇒ 福岡県やコンサルタントからの情報提示

導入可能性調査（基礎調査）を進める上で苦労した点

● 目的が不確定である

● 調査マニュアルがない
・ 状 況 ⇒ 市町村ごとに異なった調査方法となっている
・ 原 因 ⇒ 導入可能性調査に関するマニュアル（手引き等）がないため
・ 解決策 ⇒ 調査マニュアル（手引き等）の作成、整備

・ 状 況 ⇒ 調査に向けた正確な目的が設定されてない
・ 原 因 ⇒ トップ、議会の指示やコンサルの提案などに依存しているため
・ 解決策 ⇒ 調査前に、市町村内部で目的をしっかりと整理する
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木質バイオマス発電について

【燃料の確保と森林伐採に関しての計画】

未利用材：未利用材とは、森林を間伐・主伐する際に発生する枝葉・曲り材・
腐り材などのことを示し、製材品や合板材などの用材として、利用
できない木材のことである。

伐採した木材の約１/３が未利用材となるが、２/３は用材として利用
されることとなるため、その利用先の確保も必要である。

製材所等森 林 住宅等

発電容量 必要燃料 伐採量 用材量

5,000kW級 10万ﾄﾝ／年 30万ﾄﾝ／年 20万ﾄﾝ／年

2,000ｋＷ級 3万ﾄﾝ／年 9万ﾄﾝ／年 6万ﾄﾝ／年

伐 採 造材・選木

用材

製材等
発電所

チップ化・発電

未利用材
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九州の木質発電の導入・計画状況（Ｈ２７．１現在）

日向市
八代市

日本製紙㈱ 八代工場

豊後大野市
㈱ファーストエスコ

（18,000kW、300千m3 /年、H27.秋)

日田市
㈱グリーン発電大分

（5,000kW、100千㎥/年、 H25.11)

日田市
㈱ファーストエスコ
（12,000kW、H17.7)

伊万里市
中国木材㈱ 伊万里工場
（9,000kW級、H27.6）

延岡市
旭化成ケミカルズ㈱

（14,000kW、 140千m3 /年、H24.7)
石炭混焼【木質：石炭＝6：4】

熊本市
城南工業団地

（5,000kW、100千m3 /年、検討中）

荒尾市
有明グリーンエネルギー
（5,600kW級、H26.4）

佐伯市
太平洋セメント 大分工場

（50,000kW、石炭混焼、Ｈ27中 ）

北九州市
オリックス㈱

（110,000kW、H29以降)
石炭混焼【木質：石炭＝5：5】

日向市
中国木材㈱

（18,000kW、 300千m3 /年、H26.11 ）

日南市
王子グリーンリソース㈱ 日南工場
（25,000ｋＷ、 320千m3 /年、H27.3）
石炭混焼【木質：石炭＝8：2】

日本製紙㈱ 八代工場
（5,000kW、 100千m3 /年、Ｈ27.3）

薩摩川内市
中越パルプ工業㈱ 川内工場
（23,700kW、 474千/m3 、Ｈ27.11）

計画公開済み（プレス発表・新聞報道あり）

計画検討中

水俣市

（5,000kW級、 100千/m3 、検討中）

都農町
ｸﾞﾘｰﾝﾊﾞｲｵﾏｽﾌｧｸﾄﾘｰ（SPC)
（5,700kW、7.2ｔ /年、H26中 ）

川南町
㈱宮崎森林発電所

（5,700kW、7.2ｔ /年、H27.1,2）

串間市
ｻﾝｼｬｲﾝﾌﾞﾙｰﾀﾜｰ

（3,000ｋＷ、 4.5万ｔ/年、H26.12）

既設

霧島市
霧島木質発電㈱
（5,750ｋＷ、 Ｈ27.3）
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森林の機能
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【流通ルートの最短化】

【用材としての利用】

未利用材は用材の副産物であるため、森林バイオ
マスの利活用のためには、用材の利活用先の確保が
必要不可欠となる。

木質バイオマス発電の導入に関するポイント

運搬から末端の販売先や利用先までの流通につい
て、中間マージンが発生しないような流通ルートの
最短化が必要である。

【目的の明確化】

森林バイオマスを利用することで、再生可能エネ
ルギー利用だけでなく、雇用の創出にも繋がること
から、市町村の役割を明確化する必要がある。
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みやま市の事例（平成２４～２７年度現在まで）

「再生可能エネルギー導入可能性調査」の実施

「生ごみ・し尿汚泥系メタン発酵発電設備導入可能性調査」の実施

「まいぴあ高田太陽光発電（１０ｋＷ)」の導入

平成２４年度

平成２５年度

「みやま市バイオマス産業都市構想」の認定

平成２６年度

「みやま市メタン発酵発電・液肥化施設整備基本計画」の策定

平成２７年度 みやま市バイオマスセンター建設に向けて実施中
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再生可能
エネルギー種類

適性 総合評価

事
業

社
会

環
境

公
共

民
間

行
政

太陽光発電

一般家庭 （10kW未満） ― ○ ○ ― ◎ ―

事業所 （10kW以上） ◎ ○ ○ ― ◎ ―

公共施設 ― ― ○ ○ ◎ △ ◎

みやま市の事例（平成２４年度基礎調査）

・ みやま市に眠る再生可能エネルギー源について調査を行った。
・ 電力として利用した場合の特性等を考慮し、導入の可能性について総合評価を行った。

太陽光発電等を
利用した災害対策ＰＪ

照明

携帯
電話

ラジオ

太陽光発電

電気自動車

メタンガス

発酵

ガスエンジン

農地還元

生ごみ

汚泥

生ごみ・汚泥系メタン発酵発電を
利用した資源循環ＰＪ

風力発電
大型 （2,000kW規模） ○ ○ ○ ― ◎ ―

小型 （10kW未満） △ ○ ○ ○ ○ ○

小水力発電 200kW未満 ○ ― ○ ○ ○ ○

バイオマス発電
生ごみ、汚泥等 メタン発酵 ― ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

建築廃材等 直接燃焼 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △
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飯江川衛生センター

エネルギー設備受入設備 処理設備

受入設備 処理設備

し尿

浄化槽汚泥

処理設備

放流

凝集汚泥
余剰汚泥

受入槽 凝集沈殿槽生物処理槽

【ケース２】

【ケース１】（飯江川利用＋メタン新設）

・飯江川衛生センターの汚泥処理施設を廃止
・メタン発酵施設をセンターの隣に建設し、余剰
汚泥を処理

・メタン発酵施設規模：４９t／日

メタン発酵施設

みやま市の事例（平成２５年度メタン詳細調査）

し尿

浄化槽汚泥 受入槽

発酵槽

生ごみ

破砕分別装置

ガスホルダー

液肥貯留槽

液肥

ガスエンジン

混合槽

温水

電力

ﾒﾀﾝｶﾞｽ

水田など

有機肥料として有効活用

【ケース２】 （飯江川廃止→メタン新設）

・飯江川衛生センターは廃止
・メタン発酵施設を建設

・メタン発酵施設規模：約１３０t／日
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みやま市の事例（平成２５年度メタン詳細調査）

評価

事業費 8.2 億円 11.7 億円 15.0 億円

評価

総額 5.87 億円/年 5.75 億円/年 5.34 億円/年

評価

現状に対する削減量 -319 世帯/年 -660 世帯/年 -708 世帯/年

項目

＋

メタン新設 メタン新設

↓

生ごみ分別なし

【基準（Ｈ31）】 【ケース２】【ケース１】

生ごみ分別

飯江川利用 飯江川廃止

借入金（建設費）

ごみ処理経費

エネルギー収支

△

◎○△

◎ ○ △

◎○

現状に対する削減量 -319 世帯/年 -660 世帯/年 -708 世帯/年

評価

現状に対する削減量 -1,195 ｔ/年 -2,241 ｔ/年 -2,344 ｔ/年

評価

現状に対する新規雇用人数 + 6 名 + 19 名 + 26 名

評価

延命年数 0 年 + 1.6 年 + 1.6 年

評価

散布面積 0 ha/年 314 ha/年 413 ha/年

みやま市のまちづくり 評価 △ ○ ◎

液肥利用による
農家支出削減

総合評価 9 17 22

　評価の点数：◎３点、○２点、△１点、×０点

× ○ ◎

△ ◎◎

△

埋立処分場の延命

CO2削減効果

雇用創出
○ ◎

△ ○ ◎
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みやま市の事例（平成２６年度バイオマス産業都市）

生ごみ

大木町
（メタン発酵施設）

連
携

メタン発酵発電・
液肥化施設

地産地消

木質熱利用
施設（検討中）

「大規模ＨＥＭS 情報基盤整備事業」
Ｈ26・27年度実施 （経済産業省）

①ＨＥＭＳによる『見える化」で省エネ・ピーク対策
②自立的で持続可能な分散型エネルギーの普及
③電力小売り自由化後のエネルギー地産地消

鶏糞

柳川市

し尿・
浄化槽汚泥

竹林

水田有明海

廃食用油

発電

品質劣化海苔

品質劣化海苔資源化施設
（研究中）

液肥

高菜

なす

筍
菜の花
（菜種油）米

連
携

紙おむつ資源化 大牟田市

ＢＤＦ

林地残材等

※市エネルギー政策
推進室と連携
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みやま市の事例（メタンフロー）

生ごみ

投入量：3,000 ｔ/年

し尿

投入量：14,000 /年

メタン発酵槽
（発酵）

バイオガス

約400,000m3/年

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ等 電気

温水

約800,000 kWh/年

約4,000,000 MJ/年
（灯油108kL相当）

施設内
付帯施設へ

施設内
付帯施設へ

液肥

投入量：14,000 ｔ/年

浄化槽汚泥

投入量：26,000 ｔ/年

濃縮汚泥

濃縮装置
上澄み液

約20,000 ｔ/年

水処理
（再利用）

農地へ

約23,000ｔ/年

3,000 ｔ/年
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生ごみ分別

生ごみ分別

高菜漬け加工残さ

25

36%

45%

11%
8%

33%

39%

16%
12%

回数が減った 軽くなった あまり変化が

無かった

無回答

H25 H2674%

22%

2% 2%

77%

19%

1% 3%

H25 H26

どちらかと言えば

良い

あまり

意味がない
無回答良い

「生ごみの資源化」について 「燃やすごみ」の変化

住民アンケート 結果



液肥利用（散布試験）

水稲（流し肥） 水稲（流し肥）

26

水稲（流し肥） 水稲（流し肥）

冬春ナス タケノコ

※液肥は大木循環センターから提供。



メタン発酵施設導入による効果

地球温暖化防止

再生可能エネルギー創出
人が集まる賑わいの施設

約 817 MWh/年
（164世帯相当）

・校区公民館
・農産物加工所
・カフェ

嫌気発酵による悪臭防止

2,012 t-CO2/年

みんなで自然からつくる電気を育てよう。
ご協力よろしくお願いします。

電力の生成

CO2の削減

周辺環境の
優しい施設
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地域の活性化化石燃料利用の削減

バイオマスセンター 生ごみ収集
ﾊﾞｲｵﾏｽｾﾝﾀｰ
液肥散布

化学肥料（米）より、
約9,900 円/10a 削減

循環型農業の推進

・農産物のブランド化

約 4,000 GJ/年
（灯油108 kL相当）

嫌気発酵による悪臭防止

12名
14名

9名

液肥散布面積
約400 ha/年

温熱の生成 雇用の促進

化学肥料の削減



【生ごみの適正な分別】

家庭系生ごみを活用する場合、最適な分別を住民
に促し、分別経費の削減を図ることが重要である。

【液肥としての利用】

メタン発酵残さは農業用の液肥として利用可能で

廃棄物系バイオマスメタン発電の導入に関するポイント

【目的の明確化】

廃棄物系バイオマスの利活用、循環型社会の構
築・再生可能エネルギー利用だけでなく、雇用の創
出にも繋がることから、市町村の役割を明確化する
必要がある。

メタン発酵残さは農業用の液肥として利用可能で
あり、事業性向上のためには、液肥の利活用先の確
保が必要不可欠となる。
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今後の課題 行政に対して求めること

１．目的の事前整理
再生可能エネルギー導入調査・計画に対する基本的な目的を事前に整理しておくことが必

要と考えます。現時点では、再生可能エネルギー単体で事業性を確保することは、かなり厳
しいことから、それを理解した上で調査・計画等に取り組んでいただければと思います。

考えられる目的（例） 再生可能エネルギー種類

・ 市町村自ら実施する場合の事業収入
・ 企業誘致（市町村有地の貸付等）
・ 住民に対する再生可能エネルギーの普及啓発
・ 地球温暖化防止（CO2削減）、化石燃料の使用量削減
・ 災害対策（災害時のエネルギー供給）

すべて

２．部署間等の連携、実施体制の構築

・ 災害対策（災害時のエネルギー供給）

・ 森林管理、林業活性化（雇用の促進）
・ 化石燃料購入経費の削減（木質ボイラの場合）

木質バイオマス発電・熱利用

・ 循環型社会の形成
・ ごみ処理経費の削減
・ 農業振興（発酵後の消化液を液肥利用する場合）

メタン発酵発電・熱利用

再生可能エネルギー導入の調査・計画等を行う部署と導入する際に実施する部署等との
連携を事前に行っておくことが必要です。特にバイオマス関連は、農林課や環境課など関
連する部署が多く、密な連携が必要です。また、ごみ処理等に係るメタン発酵発電施設の
場合、導入まで特化した新設の係を設けるなど実施体制の構築が必要となります。
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ご清聴ありがとうございました
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ご清聴ありがとうございました


